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修正前 修正後

（１）新校開校時（令和１２年度）における児童数及び学級数の見込み （１）新校開校時（令和１２年度）における児童生徒数及び学級数の見
込み

修正の説明

・新校開校時における前期課程、後期課程の人数をお示しする資料であるため、表記を「児童数」から「児童生徒数」に修正しました。
・特別支援学級の人数については、Ｂブロック新校の全児童生徒数の内数であるため、このことが分かる表記に修正しました。

行田市忍・行田・埼玉・太田中学校区義務教育学校（仮称）基本構想（案）の修正について 別紙

〈普通学級〉 

学年 
前期課程 後期課程 

合計 
１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 

人数 152 人 152 人 169 人 151 人 162 人 198 人 186 人 201 人 231 人 1,602 人 

学級数 ５ ５ ５ ５ ５ ６ ６ ６ ７ ５０ 

 

〈特別支援学級〉 

学年 
前期課程 後期課程 

合計 
知的 情緒 知的 情緒 

人数 31 人 28 人 15 人 15 人 89 人 

学級数 ４ ４ ２ ２ １２ 

 

〈特別支援学級〉※人数は上記表の全児童生徒数の内数、学級数は外数 

学年 
前期課程 後期課程 

合計 
知的 情緒 知的 情緒 

人数 31 人 28 人 15 人 15 人 89 人 

学級数 ４ ４ ２ ２ １２ 

 

以下のとおり修正しました（修正箇所を朱書き下線を引いております）
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修正前 修正後

３ 30年間ライフサイクルコストについて
（１）ライフサイクルコストの検討

これまでの検討を踏まえ、①案として、新校を新築整備する場
合の30年間を想定したライフサイクルコスト（整備費＋維持管理
費）を以下のとおり算定しました。
また、参考に②案として、９校を統合せず維持する場合との比

較を示します。

３ 30年間ライフサイクルコストについて
（１）ライフサイクルコストの検討

これまでの検討を踏まえ、①案として、新校を新築整備する場
合の30年間を想定したライフサイクルコスト（整備費＋維持管理
費）を以下のとおり算定しました。
また、参考に②案として、Ｂブロックを２つの通学区域（忍・

行田中学校区）、（埼玉・太田中学校区）に分けて、それぞれの
区域に１校ずつ施設一体型の義務教育学校を設置する場合
との比較を示します。

〇 算定条件
①案 校舎及び体育館を新築整備し、30年後に大規模改修を

行うことで算定します。なお、初期整備費として、周辺
インフラの整備費、調査設計費、土地購入費などは含め
ていません。

②案 ９校については、小学校校舎・体育館及び中学校校舎
を改修対象とします。なお、中学校４校の体育館は築浅
なので、改修対象としません。
長寿命化改修を行い、外部・内部仕上、構造躯体補

強・劣化回復、設備全面改修および現在の教育環境に対
応する室構成・間仕切変更などを行います。
30年後には、9校とも全面改築工事を行うことで算定し

ます。
〇 両案とも30年間における学校施設の修繕費、光熱費、維持

管理費等を算定します。いずれも、仮設校舎整備は含ない
ものとします。

〇 算定条件
①案 校舎及び体育館を新築整備し、30年後に大規模改修を

行うことで算定します。なお、初期整備費として、周辺
インフラの整備費、調査設計費、土地購入費などは含め
ていません。

②案 各区域の義務教育学校は、既存中学校の敷地を活用す
るものとします。なお、中学校の体育館は築浅なので、
改修対象としません。
既存校舎及び体育館を使用することとし、面積が不足

する場合は増築することとします。
既存校舎は長寿命化改修を行い、外部・内部仕上げ、

構造躯体補強・劣化回復、設備全面改修および現在の教
育環境に対応する室構成・間仕切変更などを行います。
30年後には、既存校舎及び体育館は全面改築工事を行

うことで算定します。
〇 両案とも30年間における学校施設の修繕費、光熱費、維持

管理費等を算定します。いずれも、仮設校舎整備は含ない
ものとします。
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修正前 修正後

② 9校を再編せず維持する場合との比較
9校を再編せず維持する場合、以下の理由から①案と比較して総

ライフサイクルコストが大幅に高額となる見込みです。
・ 築年数が古い既存建物について長寿命化改修が必要であり、初

期整備費が高額。
・ 部分的な改修後も経年劣化による修繕費が継続発生する。
・ さらに、改修を重ねても、30年後には全面的な改築が必要とな

り、大きな費用負担が生じる。
このように、再編を行わず既存施設を維持する場合は、運用コスト

が増加し続けるため、①との費用対効果の差が生じます。

※１ 教育文化センター「みらい」南側を新校の敷地として、設置し
た場合を想定しています

※２ Ｂブロックの通学区域にある小・中学校９校（南小、埼玉小、
下忍小、忍小、太田小、忍中、行田中、埼玉中、太田中）を再編し
ない場合を想定しています

※３ 改築費用には解体費用を含みます

② Ｂブロックを２つの通学区域に分けて、施設一体型の義務教育学
校を設置した場合との比較

Ｂブロックを２つの通学区域に分けて、施設一体型の義務教育学校
を設置した場合、以下の理由から①案と比較して総ライフサイクルコ
ストが高額となる見込みです。
・ 長寿命化改修であるため、新設と比べて初期整備費が抑えられ

るものの、30年後には全面的な改築が必要となるため、解体費
用、新築費用などの更新費用が掛かり大きな費用負担が生じる。

このように、中長期的な視点で見ると、①との費用対効果の差が生
じます。

※１ 教育文化センター「みらい」南側を新校の敷地として、設置し
た場合を想定しています

※２ 忍中及び太田中の学校敷地を活用した場合を想定しています
※３ 改築費用には解体費用を含みます

表７ 校舎維持管理費の 30 年間における比較（パターン別）                 

パターン ①案 新設の場合※１ 【参考】②案 再編を行わない場合※2 

イニシャルコスト       【新築】134 億円 【長寿命化改修】196.1 億円 

３０年後の更新費用 【大規模改修】10.3 億円    【改築※３】401.8 億円 

ランニングコスト                8.1 億円          32 億円 

総額              152.4 億円                629.9 億円 

 

表７ 校舎維持管理費の 30 年間における比較（パターン別）                 

パターン ①案 新設の場合※１ 【参考】②案 B ブロックを２つに分けた場合※2 

イニシャルコスト       【新築】134 億円 【長寿命化改修】70.3 億円 

３０年後の更新費用 【大規模改修】10.3 億円    【改築※３】101.3 億円 

ランニングコスト                8.1 億円          10.2 億円 

総額              152.4 億円                181.8 億円 
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修正前 修正後

（２） 結論
①案（教育文化センター「みらい」南側の敷地における新築案）は、

初期整備費が高額であるものの、施設性能や維持管理効率の向上に
よって修繕費や維持管理費を抑えることが可能です。そのため、ライ
フサイクルコストの観点で見ると、総費用を抑えつつ費用対効果が高
い選択肢といえます。
一方、【参考】②案（再編せず維持）は、初期整備費用のみならず

長期的なコスト負担も大きい結果となりました。

（２） 結論
①案（教育文化センター「みらい」南側の敷地における新築案）は、

初期整備費が高額であるものの、施設性能や維持管理効率の向上に
よって修繕費や維持管理費を抑えることが可能です。
一方、【参考】➁案（Ｂブロックを２つに分けた場合）は、初期整

備費を抑えることができるものの、その後の更新費用が高額となりま
す。そのため、長期的なライフサイクルコストの観点で見ると、①案
の方が総費用を抑えることができます。
なお、Ｂブロック９校を再編せず維持した場合についても試算した

ところ、30年間におけるライフサイクルコストは総額629.9億円とな
り、長期的なコスト負担が大きい結果となりました。

修正の説明

・ 再編後の新校の維持管理費を掲載するに当たり、再編を行わなかった場合の９校を比較対象とすることに対してご意見があったため、Ｂブ

ロック新校を２つの区域に分け、それぞれ１校ずつ施設一体型の義務教育学校を設置した場合を比較対象として掲載しました。


